
平成30年（2018年）は、明治元年（1868年）
から起算して満150年に当たります。明治以降、
近代国民国家への第一歩を踏み出した日本は、多
岐にわたる近代化への取組を行い、国の基本的な
形を築き上げていきました。また、多くの若者や
女性等が海外に留学して知識を吸収し、外国人か
ら学んだ知識を活かしつつ、単なる西洋の真似で
はない、日本の良さや伝統を活かした技術や文化
も生み出されました。一方で、昨今に目を向けれ
ば、人口減少社会の到来や世界経済の不透明感の
高まりなど激動の時代を迎え、近代化に向けた困難に直面していた明治期と重なってお
り、「明治150年」を節目として、改めて明治期を振り返り、将来につなげていくこと
は、意義のあることだと考えています。   

こうした中、政府では、内閣官房副長官を議長とする「「明治150年」関連施策各府
省庁連絡会議」を設け、政府一体となって「明治150年」関連施策を推進しているとこ
ろです。
「明治150年」関連施策は、大きく3つの柱で推進しています。一つ目は、「明治以降

の歩みを次世代に遺す施策」です。デジタルアーカイブ化の推進などにより、明治期の
歴史的遺産や明治以降の歩みを未来に遺し、特に次世代を担う若者にこれからの日本を
考えてもらう契機としようとするものです。二つ目は、「明治の精神に学び、さらに飛
躍する国へ向けた施策」です。例えば、明治期には様々な人物が各方面で活躍されてい
ましたが、時間とともにその記憶が薄れて、一部にしか知られていない方も多いのでは
ないでしょうか。「明治150年」を機に、これらを改めて知る機会を設け、明治期に生
きた人々のよりどころとなった精神を捉えることにより、日本の技術や文化といった強
みを再認識し、現代に活かすことで、日本の更なる発展を目指す基礎にしようとするも
のです。三つ目は、「明治150年に向けた機運を高めていく施策」です。内閣官房のホ
ームページなどを通じて情報提供を行うほか、関連する施策や取組に広くお使いいただ
けるよう、平成29年8月にロゴマークを決定したところです。
「明治150年」関連施策は、明治維新の時期のみを対象とする取組ではありません。

維新の時期も含め、明治期全般の様々な取組や人々の活躍などを対象としたものです。
今後とも、国だけでなく、地方公共団体や民間も含めて、日本各地で、「明治150年」
に関連する多様な取組が推進されるよう、「明治150年」に向けた機運の醸成に努め、
広報を中心とした支援を行ってまいります。

内閣官房「明治150年」 
関連施策推進室からのお知らせ
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